
作成日：

更新日：

１　施策の目的と指標
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単位 数値区分 H27年度 H28年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

見込み値 71,089 70,568 70,041 69,521 68,996 68,430

実績値 72,305 72,018 71,602 71,370 71,249 71,395 71,434 71,511 71,624

見込み値

実績値

見込み値

実績値

目標値 - - - - 1,973 1,958 1,944 1,929 1,913

実績値 1,988 2,137 1,995 2,118 2,092 1,845 1,967 1,854 1,862

目標値 - - - - 2,023 2,008 1,994 1,979 1,963

実績値 1,963 2,005 2,018 2,157 2,149 2,214 2,405 2,255 2,293

目標値 - - - - 68.6 70.2 71.8 73.4 75.0

実績値 - - 67.0 66.0 74.2 73.3 71.6 69.8 72.7

目標値

実績値

①

②

③

④

４　施策の状況変化・住民意見等　※目標設定の前提とした後期基本計画策定時点の状況変化・住民意見等を記載しています。

５　予算等の推移 ※当初予算。骨格予算の年度は６月補正後
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　目標設定の考え方・理由（可能性と必然性）

進学や就労等により転出する18歳から20歳代の割合は、今後も一定数はいるものと考え、成り行き値と同数を目標値に設定する。
　（転出者の成り行き値＝転出者／転入者の割合の4年間の平均値を当該年度の転入者成り行き値に乗じて算出）

現在の子育て支援策は、県内でも高水準にあるため、このままでも一定数の転入者は確保できるものと考える。
今後は、企業誘致による就労環境やさらなる子育て支援の充実を図ることとしているため、平成30年度の社会増減数の参考として、転出者数＋50人を転入者数の目標とする。

2019年から設定したアンケート項目のため実績値がないので、現状値（67％）をベースに目標値を設定する。
約3分の2の割合を4分の3に向上することを目標値に設定する。

２年度 ４年度 ５年度

３　施策の役割分担

政策推進課、秘書課、芦安窓口サービスセンター、農政課、管理住宅課

人

人

（３）対象指標（対象の大きさを表す指標）

（４）成果指標（意図の達成度を表す指標）

A）市内に住み続ける
B）市内に移住する

（１）対象（誰、何を対象としているのか）　※人や自然資源等

（２）意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

施策関連課名

A）市民
B）市外の人

① 社会減（転出者）

２　指標等の推移
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南アルプス市に住み続けた
いと思う市民の割合

A

C
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24 施策主管課長名

政策名

施策名

ふるさと振興課

竹内　みちる

うるおいと活力のある　快適なまちの形成

移住・定住人口の拡大

指標名

対
象
指
標

B

人

％

②

成果指標設定の
              考え方

（成果指標設定の理由）

市内への転入状況を示す／市外の人が市内に移住することが意図なので、成果指標とした。

　成果指標の
           測定方法

　（どのように
　実績値を把握するか）

市外への転出状況を示す／市民が市内に住み続けることが意図なので、成果指標とした。

市民アンケート『南アルプス市に住み続けたいと思いますか』において、「あてはまる」「ややあてはまる」と回答した人の割合

戸籍市民課が県に提出（毎年2月中旬）する「住民基本台帳関係年報」の中の転入者の数値

戸籍市民課が県に提出（毎年2月中旬）する「住民基本台帳関係年報」の中の転出者の数値

住み続けたい市であるか市民の評価を示す／市内に住み続けたいと思う市民が多ければ、将来市から出ていく市民が減り、仕事や進学などの事情でいった
ん転出しても戻ってくる可能性が高くなる。また、市民が市内に住み続けたいと思う魅力のある市であれば、移住を希望する人にとっても選択肢に入りやすくな
ると考え、成果指標とした。

71,880

-

1,927

前期基本計画 後期基本計画

人口

社会減（転出者）

社会増（転入者）

南アルプス市に住み続けたいと思う市民の割合

H29年度

-

1,845

-

-

３年度
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176,062

①施策を取り巻く状況変化 （対象や根拠法令等は、今後（～R6年度末を見越して）どのよう
に変化するか？）

・市の人口は、少子高齢化の影響により、人口は緩やかに減少する。特に、高校卒業者の多
くが都市部に進学するため、20～30歳代の人口は著しく減少する。
・大規模な家族構成（3世代同居）は減少し、核家族化により世帯数は増加する。
・人口減少、核家族化の進行により、空き家が増加する。
・市営住宅の老朽化が進む。市営住宅の効率的で円滑な更新と予防保全的な維持管理を図
るため、令和元年度に「市営住宅長寿命化計画」を策定する。
・総務省では、過疎地域について新たな過疎対策の理念や「過疎」の名称などについて検討
（令和元年7月、過疎問題懇談会）を行っており、変更などが想定される。
・現行の過疎地域自立促進特別措置法が令和2年度末までとなっているため、現在、次期法
制度等が検討されている。

①市民（市民、事業所、地域、団体）の役割 （住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティ
が共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

・市内に定住する。
・（市外の者）本市に移住する。
・（行政と協働）本市の魅力、住みやすさをＳＮＳ等により発信する。
・空き家の維持管理を行う。

②行政（市、県、国）の役割 （協働を進めるため市がやるべきこと、県がやるべきこと、国が
やるべきこと）

・市民や移住を希望する者の声を聞き、住みやすいまちづくりを進める。
・市外に向け、本市の魅力、住みやすさを発信する。
・本市に「行ってみたい」、「住んでみたい」と思わせるイベントやキャンペーンを展開する。
・市営住宅の適正な管理を行う。
・過疎地域である芦安地区に関しては豊かな自然など地域性を生かした地域活性化策を計
画的に実行する。

②関係者からの意見・要望 （この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からど
んな意見や要望が寄せられているか？）

・若者の雇用を増やしＵターンをしやすくするため、企業等の誘致を望む声が多くなってい
る。
・子育て世帯の定住を増やすため、子育て支援策（医療費、保育料、給食費の無償化等）の
充実を望む声が多くなっている。
・議会から、市営住宅や一般住宅の耐震化、人口減少に伴う定住促進について意見が寄せ
られている。（一般・代表質問）
・議会から、芦安地区の活性化策などについて検討すべきとの意見が寄せられている（これ
に基づき芦安グランドデザインを策定）

社会増（転入者）

31関連事業本数

区分 ６年度

3333



６　施策の成果水準とその背景 施策名：

７　基本計画期間における施策方針

８　施策の目標達成のための基本事業の今年度（R7年度）の取組（事務事業）状況・今後の課題・次年度（R8）の方針

1

2 移住・定住支援の充実

基本事業

・「子育て世帯住宅取得支援事業」を開始、既存の「若者世帯定住
支援奨励金事業」と合わせ住宅支援施策を拡充している。
・芦安地区のお試し住宅に加え新たに市街地に1軒整備し、子育
て世帯等に「程よい田舎暮らし」を体験してもらい、移住定住に向
けサポートしている。
・相談内容や質問が多岐に渡るため、対応する職員や移住アンバ
サダーの専門的知識や対応力向上が必要となる。また、移住者へ
の継続的なフォローアップ体制の構築や定着率の向上が課題。

・今年度試行的に実施している「ふるさとワーキングホリ
デー」を本格事業化し、本市への愛着心から将来的な移
住（UIJターン）に繋がるような仕組みづくりの構築。
・シティプロモーション事業については、R7年度のシティプ
ロモーション補助金のブラッシュアップと年齢層により情報
を得るためのツールに相違があるため、しっかりと誰にどん
な情報をわかりやすく効果的に伝えることができるか見極
め発信していく。また、各課との横の連携を強化し、市の魅
力や政策的な情報等の発信を更に強化していく。

・正確で信頼性の高い案内や、仕事、住まいを含めた相談
対応、移住者への継続的なフォローアップ体制構築のた
めに専門相談員（移住コンシェルジュ）の配置を検討す
る。
・移住者交流会等を通して地域愛着心を醸成し、移住者
の増加と定着率の向上を目指す。

次年度（R8）の方針今年度（R7）の取組（事務事業）状況及び今後の課題

・各種支援制度や移住に関する情報を、移住相談等で県内外へ
発信している。移住アンバサダーも、移住者交流会や情報交換の
場で積極的に情報提供・発信している。「観光以上移住未満」の関
係人口増加による将来的な移住へのきっかけ作りが必要だが、需
要を見極め実施するのが課題。
・シティプロモーション事業については、市民のシティプロモーショ
ンの活性化を図るため、市民参加型事業及びインフルエンサーに
よる事業に対して、経費の補助を行いマスメディア・SNS発信促進
補助金を実施している。市民参加型事業は、申請件数の減少や、
同じ団体による申請により新規性が失われ、また、インフルエン
サーについても経費に不足が生じるといった課題があり要綱を改
正し、各事業1件、補助額をそれぞれ５０万円を上限として事業を
実施している。また、戦略の柱である観光促進・移住定住事業等に
同行し、「職員の広報マインドの向上」と「個別の情報発信技術の
向上」を学ぶ機会としてイベントに同行している。

どちらかといえば目標より低い実績値だった

目標より高い実績値だった

どちらかといえば目標より高い実績値だった

目標どおりの実績値だった

成果がかなり低下した

成果がどちらかといえば低下した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかといえば向上した

成果がかなり向上した

・成果指標①「社会減（転出者）」は、目標値の1,913人に対し1,862人で51人減、成果指標②「社会増（転
入者）」は、目標値の1,963人に対し2,293人で330人増となり、いずれも目標値より高い実数値となった。転
入者は県外からの転入が36.3％、県内13市で最も低い割合であり、県外への情報発信に課題があると考
える。
・成果指標③市民アンケートの「南アルプス市に住み続けたいと思う市民の割合」は、目標値の「75.0％」
に対し実績値「72.7％」で2.3ポイント下回った。

シート２移住・定住人口の拡大

かなり低い成果水準である

どちらかといえば低い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかといえば高い成果水準である

かなり高い成果水準である

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

・成果指標①②「社会増減」については、平成30年度から転出を転入が上回っており、令和5年度は「401
人増」、6年度は「431人増」となった。
・令和6年度の若者世帯定住支援奨励金事業の申請件数は146件で、前年対比10件減となった。
　※本市を定住地として選定した理由
　　①子育て・教育環境　②土地の価格　③若者世帯奨励金　④気候・自然環境　⑤地元　など
　本市の子育て支援策や土地価格もあるが移住促進施策の充実により、若者の移住が増加傾向にある。
・成果指標③市民アンケートの「南アルプス市に住み続けたいと思う市民の割合」は、令和5年度の
「69.8％」から6年度は「72.7％」となり、前年度から2.9ポイント増となった。

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

（３）他団体比較（近隣他市、県・国との比較など）

（２）時系列比較（どのように変化してきたか）

（１）目標達成度（目標値との比較）

目標より低い実績値だった

・成果指標①②について、「住民基本台帳関係年報」については評価時点において未公表のため、以下
の類似指標により比較する。
・「令和6年度山梨県常住人口調査結果報告書（調査期間：R5.10.1～R6.9.30）で本市は472人の社会増と
なり、県内１位であった。
・その他の市は、北杜市(443人)、笛吹市(268人)、甲斐市(179人)、中央市(117人)、甲府市(85人)。
県全体で1,442人の増、県内の市全体では1,094人の増となった。県内の半数以上の自治体が社会減で
あるが本市は平成30年度より社会増が続き、移住定住支援の充実や情報が周知され始めたことが要因と
考える。
・成果指標③については、市独自のアンケート調査であり他団体に比較する数値はない。

（１）施策の基本方針

・多くの人に南アルプス市を知り、訪れ、滞在し、魅力を体感してもらい、移住先の第一候補となるよう、つながりを深める。
・南アルプス市への移住・定住の希望をかなえられるよう、支援策を充実する。

南アルプス市の魅力発信と関係人口の
創出


